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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第73期
第１四半期
累計期間

第74期
第１四半期
累計期間

第73期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年６月30日

自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 6,562,861 6,849,057 34,485,637

経常利益 (千円) 129,798 41,089 1,588,582

四半期(当期)純利益 (千円) 719,932 132,016 1,739,841

持分法を適用した場合の投資利
益(△は投資損失)

(千円) 12,619 △9,887 11,739

資本金 (千円) 590,000 590,000 590,000

発行済株式総数 (株) 11,800,000 11,800,000 11,800,000

純資産額 (千円) 15,697,998 16,612,320 16,894,292

総資産額 (千円) 24,780,623 24,514,378 26,106,463

１株当たり四半期(当期)純利
益金額

(円) 62.53 11.47 151.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

１株当たり配当額 (円) － － 30.00

自己資本比率 (％) 63.35 67.77 64.71

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 520,605 530,282 1,149,299

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 781,165 63,776 615,542

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △229,692 △276,747 △525,770

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 7,864,682 8,348,988 8,031,676
 

(注) １. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

２．四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

３．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を当第１四半期会計期間の期首か

ら適用しており、当第１四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後

の指標等となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、当第１四半期会計期間より、報告セグメントの区分方法を変更しております。詳細は、「注記事項　(セグ

メント情報等)　Ⅱ 当第１四半期累計期間　２．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。

また、2021年４月１日付でガイアテック株式会社の株式を100％取得し、非連結子会社となりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経

営者が提出会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更

はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期会計期間の期首から適用しております。詳細は、第４［経理の状況］１［四半期財務諸

表］［注記事項］(会計方針の変更) (収益認識に関する会計基準等の適用)をご参照ください。

 
(1) 財政状態の状況

当第１四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末の26,106百万円に比べて1,592百万円減少し、24,514

百万円となりました。

 （流動資産）

当第１四半期会計期間末における流動資産は、前事業年度末の17,417百万円に比べて1,713百万円減少し、

15,704百万円となりました。これは、現金及び預金が317百万円、未成工事支出金が960百万円増加しましたが、

受取手形が103百万円、完成工事未収入金及び契約資産が2,624百万円、債券の一部が償還日まで一年以内とな

り、投資有価証券より振替え増加したものの、一部債券が償還を迎えたことに伴い有価証券が202百万円減少した

ことが、主な要因であります。

　

　（固定資産）

当第１四半期会計期間末における固定資産は、前事業年度末の8,688百万円に比べて121百万円増加し、8,810百

万円となりました。

当第１四半期会計期間末における固定資産のうち有形固定資産は、前事業年度末の5,585百万円に比べて32百万

円減少し、5,552百万円となりました。これは、建物及び構築物について一部取得したものの、減価償却等により

減少したことが、主な要因であります。

無形固定資産は、前事業年度末より変動なく、27百万円となりました。

投資その他の資産は、前事業年度末の3,076百万円に比べて154百万円増加し、3,230百万円となりました。これ

は、保有する株式が前事業年度末と比較し時価評価が低下したこと、また償還日まで一年以内となった債券を振

替えたことにより、投資有価証券が189百万円減少しましたが、協力企業の株式を取得、子会社化したことによ

り、関係会社株式が220百万円増加、また繰延税金資産が140百万円増加したことが、主な要因であります。

 
当第１四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末の9,212百万円に比べて1,310百万円減少し、7,902

百万円となりました。

　（流動負債）

当第１四半期会計期間末における流動負債は、前事業年度末の8,462百万円に比べて1,029百万円減少し、7,433

百万円となりました。これは、未成工事受入金が403百万円増加、賞与引当金についても341百万円増加したもの

の、工事未払金が1,400百万円減少し、未払法人税等が491百万円減少したことが、主な要因であります。

 
　（固定負債）

当第１四半期会計期間末における固定負債は、前事業年度末の749百万円に比べて280百万円減少し、468百万円

となりました。これは、2018年度に竣工した事業場の土地取得及び建設費用のための借入金を60百万円返済した

こと、また役員退任に伴う取崩しを行った結果、役員退職慰労引当金が209百万円減少したことが、主な要因であ

ります。

 
　（純資産）

当第１四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末の16,894百万円に比べて281百万円減少し、
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16,612百万円となりました。これは、四半期純利益を132百万円計上しましたが、配当金に係る利益剰余金が345

百万円減少したことに加え、その他有価証券評価差額金が65百万円減少したことなどが、主な要因であります。

 
(2) 経営成績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、経済活動の抑制が

継続されるなか、海外経済の回復を背景に輸出が増加し、設備投資などに持ち直しの動きがみられたものの、イ

ンバウンド需要は消失したまま回復の目途がたっておりません。また、2021年４月には対象地域は限定的ではあ

りましたが、３回目の緊急事態宣言が発出され、個人消費はサービス向け支出を中心に弱さが見られ、一時的で

はありますが雇用が悪化し、賃金の減少が続くなど、依然として厳しい状況で推移しました。

６月20日には沖縄県以外の地域では緊急事態宣言が解除され、ワクチン接種も開始されたものの、変異株の拡

大や感染の再拡大を抑えることはできず、４回目の緊急事態宣言発出も懸念されるなど、依然として先行きは不

透明な状況が続いております。

このような経済環境のもと当社におきましては、前期より繰り越した手持工事高は16,178百万円（前年同期比

253百万円、1.5％減）で新事業年度を迎えたものの、主要取引先であります東京ガス株式会社をはじめとしたガ

ス事業者の設備投資計画による受注が堅調に推移したほか、前年度、新型コロナウイルス感染拡大により大きく

影響を受けたリノベーション工事（排水管ライニング工事を含めた改修工事）やイリゲーション工事（緑化散水

設備工事）が大きく改善いたしました。この結果、当第１四半期累計期間における業績は、売上高6,849百万円

（前年同期比4.4％増）となりましたが、原価率の高い案件の完成が多かったことにより営業損失４百万円（前年

同期は86百万円の営業利益）、経常利益41百万円（前年同期比68.3％減）となり、四半期純利益につきまして

は、132百万円となりました。前年度、ガス導管維持管理事業移転に伴う事業譲渡益894百万円を特別利益に計上

したため、前年同期比では81.7％減となりました。

 
セグメントの状況は次のとおりであります。

当第１四半期会計期間より、報告セグメント区分を変更しております。詳細は「注記事項(セグメント情報

等)　Ⅱ 当第１四半期累計期間　２．報告セグメントの変更等に関する事項」をご参照ください。

前年同期比較については、前年同期の数値を変更後のセグメント区分にて組替えた数値で比較をしております。

 
 (ガス設備事業)

前期より繰り越した手持工事高は2,532百万円（前年同期比96百万円、3.7％減）で新事業年度を迎え、戸建住

宅におけるガス設備新設工事やTES工事が減少いたしました。また、GHP工事において、受注は好調を維持したも

のの、案件の多くが第２四半期以降の完成となりました。他ガス工事やLCS（戸建住宅における給排水衛生設備工

事）、機器工事は堅調に推移したものの、売上高は1,964百万円（前年同期比6.8％減）となり、売上高の減少に

伴う利益の減少に加え、ガス設備新設工事において原価率の高い案件の完成が多かったことにより、経常損失42

百万円（前年同期は27百万円の経常利益）となりました。

 
 (建築設備事業)

前期より繰り越した手持工事高は4,790百万円（前年同期比432百万円、8.3％減）で新事業年度を迎えました

が、集合住宅給湯・暖房工事や工場施設関連の営繕工事が堅調に推移いたしました。また、前年度、新型コロナ

ウイルス感染拡大により、工事自粛を余儀なくされたリノベーション工事が大きく改善いたしました。この結

果、売上高は912百万円（前年同期比54.8％増）となりましたが、給排水衛生設備工事およびGHP工事において、

原価率の高い案件の完成が多かったことにより、経常損失72百万円（前年同期は46百万円の経常損失）となりま

した。

 
 (ガス導管事業)

前期より繰り越した手持工事高は8,425百万円（前年同期比408百万円、5.1％増）で新事業年度を迎え、主要取

引先であります東京ガス株式会社及び静岡ガス株式会社、北海道ガス株式会社の設備投資計画による工事が堅調

に推移した結果、売上高は3,739百万円（前年同期比1.2％増）となりましたが、利益率の低い競争入札案件が完

成したことにより、経常利益は144百万円（前年同期比7.6％減）となりました。

 
(電設・土木事業)

前期より繰り越した手持工事高は430百万円（前年同期比133百万円、23.7％減）で新事業年度を迎え、東京電
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力パワーグリッド株式会社の設備投資計画に伴う管路埋設工事は厳しい受注環境で推移したほか、水道局関連工

事の受注は堅調に推移いたしましたが、第２四半期以降の完成となりました。しかしながら、前年度、新型コロ

ナウイルス感染拡大により、計画工事の発注凍結や見送りが発生したイリゲーション工事が大きく改善したほ

か、民間土木工事も大型案件が完成いたしました。この結果、売上高は217百万円（前年同期比42.7％増）、経常

利益３百万円（前年同期は15百万円の経常損失）となりました。

 
なお、現状では新型コロナウイルス感染拡大の影響は発生しておりませんが、感染の再拡大により、これまで

以上の自粛が求められ、新築戸建住宅において営業の自粛、着工延期などが発生した場合には、ガス設備新設工

事およびTES工事がさらに減少する可能性があり、イリゲーション工事（緑化散水設備工事）においては、昨年度

のようにゴルフ場への来場者数が激減した場合には発注凍結や見送りの可能性があること、個人宅での作業が伴

うリノベーション工事（排水管ライニング工事を含めた改修工事）においても、工事自粛を余儀なくされる可能

性があります。また、オリンピック・パラリンピック期間中、一部地域においては工事の抑制が発生いたしま

す。今後も新型コロナウイルス感染症や工事の動向などに注視し、影響が甚大化した場合には、速やかに開示い

たします。

 
(3) 受注高、売上高、繰越高及び施工高

項目 種類別
前期繰越高
(千円)

当期受注高
(千円)

計
(千円)

当期売上高
(千円)

次期繰越高

当期施工高
(千円)手持高

(千円)

うち施工高

割合
(％)

金額
(千円)

第73期
(自　2020年４月１日
至　2020年６月30日)

ガス設備事業 2,629,124 3,224,893 5,854,017 2,115,863 3,738,153 18.5 692,376 2,211,272

建築設備事業 5,222,565 878,224 6,100,789 589,499 5,511,290 14.0 771,920 848,870

ガス導管事業 8,016,538 4,208,703 12,225,241 3,705,046 8,520,195 18.6 1,585,918 4,369,556

電設・土木事
業

563,704 679,349 1,243,053 152,451 1,090,602 16.5 179,826 313,074

合計 16,431,932 8,991,170 25,423,103 6,562,861 18,860,241 17.1 3,230,042 7,742,775

第74期
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

ガス設備事業 2,532,836 2,967,489 5,500,325 1,971,588 3,528,737 15.4 541,877 2,211,220

建築設備事業 4,790,056 1,376,759 6,166,816 912,405 5,254,411 13.4 701,788 1,014,838

ガス導管事業 8,425,113 4,479,900 12,905,013 3,747,476 9,157,537 13.7 1,255,636 4,076,348

電設・土木事
業

430,253 588,785 1,019,039 217,587 801,451 34.7 277,784 461,163

合計 16,178,259 9,412,935 25,591,195 6,849,057 18,742,138 14.8 2,777,086 7,763,571
 

（注）１. 前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更のあるものについては、当期受注工事高にそ

の増減額を含みます。従って、当期売上高にも当該増減額が含まれております。

 ２. 次期繰越高の施工高は、手持工事高における支出金より推定したものであります。

 ３. 当期施工高は(当期売上高＋次期繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致します。

 ４. セグメント間取引については、相殺消去しております。

 ５. ガス設備事業の売上高は工材販売手数料等、前期7,757千円、当期7,291千円を含んでおります。

 ６. ガス導管事業の売上高は工材販売手数料、前期8,664千円、当期7,850千円を含んでおります。
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(4) キャッシュ・フローの状況

  (現金及び現金同等物)

当第１四半期累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、8,348百万円となりました。

 
  (営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期累計期間の営業活動による資金は530百万円の収入（前年同期は520百万円の収入）となりまし

た。主なプラス要因は売上債権の減少2,816百万円、未成工事受入金の増加393百万円などであり、主なマイナス

要因は役員退職慰労引当金の減少209百万円、未成工事支出金の増加967百万円、仕入債務の減少1,475百万円など

であります。

 
  (投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期累計期間の投資活動による資金は63百万円の収入（前年同期は781百万円の収入）となりました。

主なプラス要因は、有価証券の売却による収入300百万円であり、主なマイナス要因は関係会社株式の取得による

支出が220百万円であります。

 
  (財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期累計期間の財務活動による資金は276百万円の支出（前年同期は229百万円の支出）となりまし

た。これは、長期借入金の返済による支出60百万円、配当金の支払額214百万円などが主な要因であります。

 
  (資本の財源及び資金の流動性に係る情報)

資本の財源については、収益力及び資産効率の向上によることを基本としており、健全な財務基盤、営業活動

で生み出されるキャッシュ・フローにより、通常に必要な運転資金及び設備投資資金を調達することが可能と考

えております。

資金の流動性については、活動に伴う資金の需要に応じた現金及び現金同等物の適正額を維持することとして

おります。

また、突発的な資金需要に対しては、主要取引銀行と締結しているコミットメントライン契約を活用すること

で手許流動性を確保しております。なお、当第１四半期会計期間の借入実行残高はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年８月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,800,000 11,800,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は、
100株であります。

計 11,800,000 11,800,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年６月30日 － 11,800,000 － 590,000 － 1,909
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2021年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 － 単元株式数は、100株であります

287,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

115,109 同上
11,510,900

単元未満株式
普通株式

－ －
2,000

発行済株式総数 11,800,000 － －

総株主の議決権 － 115,109 －
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式71株が含まれております。　

 

② 【自己株式等】

  2021年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社協和日成

東京都中央区入船
　　　　三丁目８番５号

287,100 － 287,100 2.43

計 ― 287,100 － 287,100 2.43
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第63号。

以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第２項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2021年４月1日から2021年６月30

日まで)及び第１四半期累計期間(2021年４月1日から2021年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、藍監査法

人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第64号)第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 8,031,676 8,348,988

  受取手形 186,838 83,377

  電子記録債権 316,511 246,465

  完成工事未収入金 6,258,861 －

  完成工事未収入金及び契約資産 － 3,634,079

  有価証券 300,087 97,303

  未成工事支出金 1,905,023 2,865,263

  原材料及び貯蔵品 46,476 47,675

  その他 394,559 395,165

  貸倒引当金 △22,265 △14,086

  流動資産合計 17,417,769 15,704,232

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,462,354 2,437,050

   機械装置及び運搬具（純額） 3,977 3,765

   工具、器具及び備品（純額） 137,509 132,722

   土地 2,962,534 2,962,534

   リース資産（純額） 18,943 16,572

   建設仮勘定 － 94

   有形固定資産合計 5,585,321 5,552,740

  無形固定資産   

   その他 27,324 27,324

   無形固定資産合計 27,324 27,324

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,579,234 2,390,147

   その他 502,984 846,121

   貸倒引当金 △6,170 △6,189

   投資その他の資産合計 3,076,047 3,230,080

  固定資産合計 8,688,693 8,810,145

 資産合計 26,106,463 24,514,378
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2021年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 164,531 89,585

  工事未払金 4,709,114 3,308,362

  1年内返済予定の長期借入金 240,000 240,000

  リース債務 9,373 8,238

  未払法人税等 532,790 41,522

  未成工事受入金 1,275,667 1,679,042

  賞与引当金 647,540 989,528

  工事損失引当金 34,469 34,469

  その他 849,438 1,043,057

  流動負債合計 8,462,927 7,433,806

 固定負債   

  長期借入金 100,000 40,000

  リース債務 11,253 9,817

  退職給付引当金 247,757 237,974

  役員退職慰労引当金 345,935 136,030

  資産除去債務 44,297 44,429

  固定負債合計 749,243 468,251

 負債合計 9,212,170 7,902,057

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 590,000 590,000

  資本剰余金 1,918 1,918

  利益剰余金 15,847,594 15,631,518

  自己株式 △35,887 △35,887

  株主資本合計 16,403,625 16,187,549

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 490,667 424,770

  評価・換算差額等合計 490,667 424,770

 純資産合計 16,894,292 16,612,320

負債純資産合計 26,106,463 24,514,378
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 6,562,861 6,849,057

売上原価 5,842,908 6,239,346

売上総利益 719,953 609,710

販売費及び一般管理費 633,242 614,495

営業利益又は営業損失（△） 86,711 △4,784

営業外収益   

 受取利息 1,447 1,321

 受取配当金 19,932 25,761

 受取手数料 3,017 331

 不動産賃貸料 5,370 5,370

 貸倒引当金戻入額 7,740 8,161

 雑収入 12,686 10,020

 営業外収益合計 50,195 50,967

営業外費用   

 支払利息 1,079 622

 不動産賃貸費用 2,245 2,085

 支払手数料 2,181 2,157

 雑支出 1,601 226

 営業外費用合計 7,108 5,092

経常利益 129,798 41,089

特別利益   

 事業譲渡益 ※  894,000 －

 特別利益合計 894,000 －

特別損失   

 固定資産除却損 1,227 233

 特別損失合計 1,227 233

税引前四半期純利益 1,022,571 40,856

法人税、住民税及び事業税 394,667 24,942

法人税等調整額 △92,028 △116,101

法人税等合計 302,638 △91,159

四半期純利益 719,932 132,016
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(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 1,022,571 40,856

 減価償却費 47,490 52,225

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,740 △8,161

 賞与引当金の増減額（△は減少） 278,346 341,987

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △8,610 △9,782

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 20,208 △209,905

 受取利息及び受取配当金 △21,380 △27,083

 支払利息 1,079 622

 有形固定資産除却損 1,227 233

 事業譲渡益 △894,000 －

 売上債権の増減額（△は増加） 1,847,380 2,816,883

 未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,203,872 △967,638

 棚卸資産の増減額（△は増加） △2,264 △1,198

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 780,169 393,943

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,001,668 △1,475,697

 その他 △118,946 47,868

 小計 739,991 995,151

 利息及び配当金の受取額 21,368 27,087

 利息の支払額 △1,176 △566

 法人税等の支払額 △239,578 △491,390

 営業活動によるキャッシュ・フロー 520,605 530,282

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有価証券の売却による収入 － 300,000

 有形固定資産の取得による支出 △22,898 △18,477

 投資有価証券の取得による支出 △1,518 △101,923

 投資有価証券の売却による収入 － 100,000

 関係会社株式の取得による支出 － △220,000

 事業譲渡による収入 790,000 －

 貸付金の回収による収入 11,885 4,018

 その他 3,696 159

 投資活動によるキャッシュ・フロー 781,165 63,776

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △60,000 △60,000

 リース債務の返済による支出 △2,894 △2,571

 配当金の支払額 △166,797 △214,176

 財務活動によるキャッシュ・フロー △229,692 △276,747

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,072,077 317,311

現金及び現金同等物の期首残高 6,792,604 8,031,676

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  7,864,682 ※  8,348,988
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【注記事項】

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

当第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより従来は請負工事契約に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる工事には工事進行基準を、

それ以外の工事には工事完成基準を適用しておりました。これを当第１四半期会計期間より、一定の期間にわたり充

足される履行義務は、期間がごく短い工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益

を一定の期間にわたり認識し、一時点で充足される履行義務は、工事完了時に収益を認識することとしております。

なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、見積総原価に対する発生原価の割合（インプット法）で算出

しております。また、顧客への販売における当社の役割が代理人に該当する取引について、従来顧客から受け取る対

価の総額を収益として認識しておりましたが、当該対価の総額から他の当事者に対する支払額を差し引いた純額で収

益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半期会計

期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会計基

準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどすべての

収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。また、収益認識会計基準第86項また書き

（1）に定める方法を適用し、当第１四半期会計期間の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変

更を反映した後の契約条件に基づき会計処理を行い、その累積的影響額を当第１四半期会計期間の期首の利益剰余金

に加減しております。

この結果、当第１四半期累計期間の売上高は、97,235千円減少し、売上原価は91,525千円減少し、営業利益、経常

利益及び税引前四半期純利益はそれぞれ5,710千円減少しております。また、利益剰余金の当期期首残高は2,706千円

減少しております。

収益認識会計基準を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「完成工事未

収入金」は、当第１四半期会計期間より「完成工事未収入金及び契約資産」に含めて表示しております。なお、収益

認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法による組替えを行って

おりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号 2020年３月31日) 第28-15項に定め

る経過的な取扱いに従って、前第１四半期累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

 
(時価算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という）等を

当第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基

準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はありません。

 
(追加情報）

(表示方法の変更)

(貸借対照表)

前事業年度において、流動資産の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」は重要性が増したため、当第1四

半期会計期間より独立掲記することとしております。

 この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表において、「受取手形」に表示していた503,350

千円は、「受取手形」186,838千円、「電子記録債権」316,511千円として組替えております。
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(四半期貸借対照表関係)

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行３行とシンジケーション方式クレジット・ファシリティ契約

を締結しております。

 当第１四半期会計期間末におけるコミットメントに係る借入金未実行残高は次のとおりです。

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当第１四半期会計期間
(2021年６月30日)

コミットメントの総額 3,500,000千円 3,500,000千円

借入実行残高 －千円 －千円

差引額 3,500,000千円 3,500,000千円
 

 

(四半期損益計算書関係)

※ 事業譲渡益は次のとおりです。

 

前第１四半期累計期間

(自 2020年４月１日

至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間

(自 2021年４月１日

至 2021年６月30日)

 894,000千円 －千円
 

2020年４月１日付けで当社のガス導管維持管理事業のうち導管保安関連事業及び設備保安関連事業を東京ガスパ

イプネットワーク株式会社に会社分割（吸収分割）により承継させた際に発生したものであります。

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第１四半期累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年６月30日)

現金及び預金 7,864,682千円 8,348,988千円

預入期間３か月超の定期預金等 －千円 －千円

現金及び現金同等物 7,864,682千円 8,348,988千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

 １．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日

定時株主総会
普通株式 276,307 24.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

 

 
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

 １．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日

定時株主総会
普通株式 345,384 30.00 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金

 

 
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

 
前事業年度

2021年３月31日
当第１四半期会計期間
2021年６月30日

関連会社に対する投資の金額 241,269千円 241,269千円

持分法を適用した場合の投資の金額 455,264千円 444,428千円
 

   

 

前第１四半期累計期間

(自　2020年４月１日

至　2020年６月30日)

当第１四半期累計期間

(自　2021年４月１日

至　2021年６月30日)

持分法を適用した場合の投資利益又は投資損
失の金額

12,619千円 △9,887千円
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
エンジニアリング事業 パイプライン事業

計
調整額
(注)１

四半期

損益計算書

計上額

(注)２
ガス設備事業建築設備事業ガス導管事業 電設・土木事業

 売上高        

 (1)外部顧客に対する売上高 2,108,106 589,499 3,696,381 152,451 6,546,439 16,421 6,562,861

 (2)セグメント間の内部売上
　 高又は振替高

－ － － － － － －

計 2,108,106 589,499 3,696,381 152,451 6,546,439 16,421 6,562,861

セグメント利益又は損失(△) 27,018 △46,049 156,322 △15,234 122,058 7,740 129,798

 

(注) １.　調整額は、以下のとおりであります。

      (1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額16,421千円であります。

      (2)セグメント利益又は損失(△)の調整額7,740千円は、各報告セグメントに配分していない損益であります。

２.　セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（単位：千円）

 
エンジニアリング事業 パイプライン事業

計
調整額
(注)１

四半期

損益計算書

計上額

(注)２
ガス設備事業建築設備事業ガス導管事業 電設・土木事業

 売上高        

　 一時点で移転される財 1,937,764 639,155 3,739,625 192,537 6,509,083 15,141 6,524,225

　 一定の期間にわたり移転
　 される財

26,531 273,249 － 25,050 324,831 － 324,831

　 顧客との契約から生じる収
　 益

1,964,296 912,405 3,739,625 217,587 6,833,915 15,141 6,849,057

　 外部顧客に対する売上高 1,964,296 912,405 3,739,625 217,587 6,833,915 15,141 6,849,057

　 セグメント間の内部売上
　 高又は振替高

－ － － － － － －

計 1,964,296 912,405 3,739,625 217,587 6,833,915 15,141 6,849,057

セグメント利益又は損失(△) △42,293 △72,615 144,408 3,439 32,938 8,151 41,089

 

(注) １.　調整額は、以下のとおりであります。

      (1)外部顧客への売上高の調整額は、工材販売手数料等の表示区分調整額15,141千円であります。

      (2)セグメント利益又は損失(△)の調整額8,151千円は、各報告セグメントに配分していない損益であります。

２.　セグメント利益又は損失(△)は、四半期損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２. 報告セグメントの変更等に関する事項

(報告セグメント区分の変更）

当第１四半期会計期間より、2021年４月１日で実施した組織変更に伴い、従来「ガス設備事業」の区分に含めて

いた１拠点を「ガス導管事業」に含めることに変更しております。

なお、前第１四半期累計期間のセグメント情報については、当該変更後のセグメント区分に基づき作成したもの

を記載しております。

 
会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関

する会計処理方法を変更したため、報告セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期累計期間の「ガス設備事業」の売上高は67,140千円減少、

「建築設備事業」の売上高は28,400千円減少、セグメント利益は5,710千円減少し、「電設・土木事業」の売上高

は1,694千円減少しております。なお、「ガス設備事業」「電設・土木事業」のセグメント利益に与える影響はあ

りません。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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 (収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年６月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 62円53銭 11円47銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額                    (千円) 719,932 132,016

   普通株主に帰属しない金額            (千円) － －

   普通株式に係る四半期純利益金額      (千円) 719,932 132,016

   普通株式の期中平均株式数             (株) 11,512,829 11,512,829
 

　(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

  該当事項はありません。

 

２ 【その他】

 該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年８月６日

株式会社協和日成

取締役会  御中

 

藍監査法人
 

東京都港区

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 関　端　京　夫 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 富　所　真　男 印

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社協和日

成の2021年４月１日から2022年３月31日までの第74期事業年度の第１四半期会計期間（2021年４月１日から2021年６月

30日まで）及び第１四半期累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社協和日成の2021年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結
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論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく

なる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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